
(A)-(B)
 科  目 (B)

% % % %

資  産  の  部

Ⅰ

6,921 8,927 8,931

2,933 13,459 13,681

29,267 34,656 38,432

144 13,189 11,052

32,648 30,603 31,493

12,508 8,799 10,651

△ 13 △ 6 △ 6

2,019 2,915 1,386

86,430 54.3 112,545 67.1 115,625 66.8 △ 26,115 △ 23.2

Ⅱ

28,381 26,078 26,586

4,462 3,173 3,584

35,223 23,047 24,658

△ 436 △ 227 △ 240

5,119 3,130 2,922

72,749 45.7 55,202 32.9 57,510 33.2 17,547 31.8

159,180 100.0 167,747 100.0 173,135 100.0 △ 8,566 △ 5.1

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

       期  別

構成比

比  較  貸  借  対  照  表

流 動 資 産

固 定 資 産

金額

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

(単位：百万円)
13年３月期

(平成13年3月20日現在)
増  減

(対前年9月中間期)
13年９月中間期(A)

(平成13年9月20日現在)

構成比 (A)-(B)金額

12年９月中間期(B)
(平成12年9月20日現在)

構成比金額

単 独単 独単 独単 独
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(A)-(B)
 科  目 (B)

% % % %

負  債  の  部

Ⅰ

5,176 5,435 6,157

22,203 30,753 35,501

30,362 27,497 25,512

47 47 91

8,323 9,170 9,599

6,626 8,037 8,842

72,738 45.7 80,941 48.3 85,705 49.5 △ 8,202 △ 10.1

Ⅱ

10,000 10,000 10,000

15,000 15,000 15,000

8,406 10,432 9,379

－ 13,634 13,358

16,735 － －

50,141 31.5 49,066 29.3 47,737 27.6 1,075 2.2

122,880 77.2 130,007 77.5 133,442 77.1 △ 7,126 △ 5.5

資  本  の  部

Ⅰ 15,540 9.8 15,540 9.3 15,540 9.0 － －

Ⅱ 14,749 9.3 14,749 8.8 14,749 8.5 － －

Ⅲ 2,732 1.7 2,603 1.6 2,603 1.5 129 5.0

Ⅳ

5,233 3.3 4,820 2.9 4,820 2.8

△ 1,904 △ 1.2 26 0.0 1,979 1.1

3,328 2.1 4,846 2.9 6,799 3.9 △ 1,517 △ 31.3

Ⅴ △ 51 0.0 － － △ 51 －

Ⅵ 0 0.0 － － 0 －

36,299 22.8 37,740 22.5 39,693 22.9 △ 1,439 △ 3.8

159,180 100.0 167,747 100.0 173,135 100.0 △ 8,566 △ 5.1

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 合 計

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

短 期 借 入 金

社 債

長 期 借 入 金

未 払 費 用

そ の 他

流 動 負 債 合 計

転 換 社 債

支 払 手 形

買 掛 金

流 動 負 債

(単位：百万円)

負 債 ・ 資 本 合 計

       期  別

固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

金額 構成比 (A)-(B)金額 構成比 金額 構成比

(対前年9月中間期)
13年９月中間期(A) 増  減

(平成13年9月20日現在)(平成12年9月20日現在)(平成13年3月20日現在)
12年９月中間期(B) 13年３月期

単 独単 独単 独単 独
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(A)-(B)
科 目 (B)

% % % %
Ⅰ 57,436 100.0 72,455 100.0 158,944 100.0 △ 15,018 △ 20.7

Ⅱ 46,812 81.5 54,879 75.7 119,210 75.0 △ 8,066 △ 14.7
10,624 18.5 17,575 24.3 39,734 25.0 △ 6,951 △ 39.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 15,133 26.3 17,163 23.7 35,150 22.1 △ 2,029 △ 11.8
△ 4,509 △ 7.9 412 0.6 4,584 2.9 △ 4,921 －

Ⅳ
2,331 917 1,210
846 592 1,983

3,177 5.5 1,510 2.1 3,194 2.0 1,667 110.3

Ⅴ
391 656 1,233
148 135 278
520 408 247

1,061 1.8 1,200 1.7 1,758 1.1 △ 138 △ 11.6
△ 2,393 △ 4.2 721 1.0 6,019 3.8 △ 3,115 －

Ⅵ 1,042 1.8 809 1.1 1,728 1.1 233 28.9

Ⅶ 3,902 6.8 2,904 4.0 5,379 3.4 998 34.4

△ 5,253 △ 9.1 △ 1,373 △ 1.9 2,369 1.5 △ 3,880 －
102 0.2 36 0.1 88 0.1 65 179.5

△ 2,515 △ 4.4 △ 556 △ 0.8 1,181 0.7 △ 1,958 352.1
△ 2,841 △ 4.9 △ 853 △ 1.2 1,099 0.7 △ 1,987 －

936 880 880
△ 1,904 26 1,979中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

売 上 総 利 益

特 別 利 益

そ の 他
営 業 外 費 用 合 計
経 常 利 益

営 業 外 収 益 合 計

営 業 外 収 益

営 業 利 益

受取利息及び配当金
そ の 他

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人税 ･ 住民 税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息

特 別 損 失

(A)-(B)

売 上 高

売 上 原 価

百分比 金額 百分比金額 百分比 金額

比  較  損  益  計  算  書

(単位：百万円)
12年9月中間期(B)
自平成12年3月21日

13年9月中間期(A)
自平成13年3月21日

増  減

(対前年9月中間期)
             期 間

至平成13年9月20日

13年 3 月 期
自平成12年3月21日

至平成12年9月20日 至平成13年3月20日

単 独単 独単 独単 独
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単単単単    独独独独    

中間財務諸表作成の基本となる事項 

 
(１) 有価証券の評価基準及び評価方法    
① 子会社株式及び関連会社株式 －－－－－－－－－－  移動平均法による原価法 

 ② その他有価証券出資金   
時価のあるもの－－－－－ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
             （評価差額は全部資本直入法により処理

とし、売却原価は移動平均法により算
定）  

         時価のないもの－－－－－ 移動平均法による原価法   
 
(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  ① 評価基準  －－－－－－－－－－－－－－－－－－－  原価法 
  ② 評価方法   
     製            品      注文品  －－－－－－－－－  個別法 
                           標準品  －－－－－－－－－  半期総平均法 
     半 製 品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 
     仕 掛 品          －－－－－－－－－－－－－－－  個別法 
     原材料・貯蔵品          －－－－－－－－－－－－－－－  半期総平均法 

 
(３) 固定資産の減価償却の方法 
  有形固定資産 

  ① 中間工場－－－－－－－－－－－   法人税法による定額法 
  ② 上記以外－－－－－－－－－－－   法人税法による定率法 
                                      なお，建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法によっている。 
  無形固定資産 
    法人税法の規定に基づく減価償却と同一の基準による定額法を採用している。 
    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年） 
    に基づく定額法を採用している。  
 
(４) 引当金の計上基準 
① 退職給付引当金 －－－－－－－－ 従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末         
                  における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

基づき，当中間会計期間において発生している 
と認められる額を計上している。なお，会計基 
準変更時差異（25,915 百万円）については, 
５年による按分額を費用処理している。 

 
  ② 貸 倒 引 当 金        －－－－－－－－ 債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権 
                   については貸倒実績率により,貸倒懸念債権等特 
                   定の債権については債権の実情に応じて個別の 
                   引当額を計上している。 
            
(５) リース取引の処理方法 －－－－－ リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れているもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっている。 

 
(６) ヘッジの会計処理  －－－－－－ 為替予約を付した外貨建金銭債権については,振 
                   当処理を行っている。 
 
(７) 消費税等の会計処理 －－－－－－－－－－－－－－－  税抜き方式によっている。 
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単単単単    独独独独    
 
（追加情報） 

 
（１）退職給付会計 

   当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成 10 年６月 16 日））を適用している。この結果、
従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 2,333 百万円増加し、経常損

失は 79 百万円増加し、税金等調整前中間純損失は 2,320 百万円増加している。 
   また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給

付引当金に含めて表示している。 

 
（２）金融商品会計 
   当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に 

関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年１月 22 日））を適用している。 
この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常損失は 21 百万円、税金等調整 
前中間純損失は 1,044 百万円増加している。 

   また、期首時点で保有する有価証券のうち、１年以内に満期の到来する有価証券は 
流動資産として「有価証券」に、それ以外のものは投資有価証券として「投資その 
他の資産」にそれぞれ含めて表示している。 

その結果、流動資産の有価証券は 10,898 百万円減少し、投資有価証券は同額増加 
している。 

 
（３）外貨建取引等会計処理基準 

当中間会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基
準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用してい
る。この変更による損益に与える影響はない。 
 

（４）前事業年度において資産の部に計上していた「自己株式」（前中間会計期間末１百万 
   円、前事業年度末０百万円）は、中間財務諸表等規則の改正により当中間会計期間 
   末においては資本の部の末尾に表示している。 
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単単単単    独独独独    

 貸借対照表及び損益計算書の注記 

 
(１) 子会社に対する短期金銭債権      17,212  百万円   
                   長期金銭債権        800   百万円   
                   短期金銭債務        8,284   百万円   
 
(２) 自己株式の数                       661   株       
            （12 年９月中間期  1,150 株､13 年３月期  431 株） 
(３) 有形固定資産の減価償却累計額        45,749 百万円   
            （12 年９月中間期 45,078 百万円､13 年３月期 44,786 百万円）   
(４) 貸借対照表に計上した固定資産のほか，リース契約により使用している重要な資産 

として電子計算機がある。 
 
(５) 担保に供している資産   有形固定資産      －    円 
 
(６) 保証債務                              4,047  百万円 
 （12 年９月中間期 237 百万円､13 年３月期 3,577 百万円） 
(７) 受取手形割引高                      10,816 百万円 
      （12年９月中間期 4,992百万円､13年３月期 9,146百万円） 
(８) 主な特別利益   投資有価証券売却益 1,036 百万円     
 
(９) 主な特別損失   退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異償却 2,591 百万円 
            投資有価証券評価損   533 百万円 
 
(10) １株当たりの中間（当期）純利益          △12 円 24 銭 
   (12 年９月中間期 △3 円 68 銭､13 年３月期 4 円 74 銭) 
(11) 子会社との取引高         売上高     16,387  百万円  
                              仕入高      5,844  百万円  
                営業取引以外の取引高      4,193  百万円  
 
(12) 記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示している。 
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リ ー ス 取 引 関 係 

（単位：百万円） 

 前 中 間 期     平成 12 年３月 21 日 
                      平成 12 年 9 月 20 日 

当 中 間 期     平成 13 年３月 21日 
                      平成 13 年 9 月 20 日 

 前 事 業 年 度    平成 12 年３月 21日 
                    平成 13 年３月 20日 

(1) リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額および中間期末残高相当額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中
間期末残高が有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定している。 

 
② 未経過リース料中間期末残高相当額 
         １年以内     538   
         １ 年 超     687    
         合    計   1,225 
(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、
未経過リース料中間期末残高が有形固定
資産の中間期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定して
いる。 

 
③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
     支 払 リ ー ス 料          343 
     減価償却費相当額  343 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっている。 
 
(2) オペレーティング・リース取引 
   
   未経過リース料 
         １年以内     25 
         １ 年 超     63    
         合    計     88 

(1) リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額および中間期末残高相当額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中
間期末残高が有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定している。 

 
② 未経過リース料中間期末残高相当額 
         １年以内     555 
         １ 年 超     809     
         合    計   1,364 
(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、
未経過リース料中間期末残高が有形固定
資産の中間期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定して
いる。 

 
③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
     支 払 リ ー ス 料          342 
     減価償却費相当額  342 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっている。 
 
(2) オペレーティング・リース取引 
   
   未経過リース料 
         １年以内     26 
         １ 年 超     57    
         合    計     83 

(1) リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額および期末残高相当額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期
末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法に
より算定している。 

 
② 未経過リース料期末残高相当額 
         １年以内     521 
         １ 年 超     777      
         合    計   1,298 
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定している。 

 
 
③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
     支 払 リ ー ス 料          661 
     減価償却費相当額  661 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっている。 
 
(2) オペレーティング・リース取引 
   
   未経過リース料 
         １年以内     24 
         １ 年 超     61    
         合    計     85 

 

   
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 
償 却 
累計額 
相当額 

中 間 
期 末 
残 高 
相当額 

    
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 
償 却 
累計額 
相当額 

中 間 
期 末 
残 高 
相当額 

    
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 
償 却 
累計額 
相当額 

期 末 
残 高 
相当額 

有 形 固 定 資産 
（車両、工具、 
   及び備品） 
（その他） 

  
 2,334 
 
    11 

  
 1,378 
 
     6 

  
   956 
 
     5 

  
有 形 固 定 資産 
（工具、器具、 
  及び備品） 
（その他） 

  
 2,276 
    
    40  

 
 1,301 
 
    26 

 
   974 
 
    14 

  
有 形 固 定 資産 
 （工具、器具 
   及び備品） 
(その他) 
 

  
 2,573 
 
    48 

  
 1,568 
 
    26 

  
 1,005 
 
    21 

無 形 固 定 資産 
(ソフトウェア)    856     592    264 

 無 形 固 定 資産 
(ソフトウェア)    806    430    375 

 無 形 固 定 資産 
(ソフトウェア)    869    598    271 

合      計  3,202  1,977  1,225  合      計  3,123  1,758  1,364  合      計  3,491  2,192  1,298 

単単単単    独独独独    
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単単単単    独独独独    
 

    
 
                          

 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
          中間貸借対照表計上額   時  価       差  額 
  子会社株式     ５３５百万円    ２,５１３百万円   １,９７７百万円 
  関連会社株式     － 百万円      －  百万円       －  百万円 

有価証券に関する注記  



(A)-(B)
(B)

  

 

 

業  績  の  推  移

構成比金 額 構成比

13年9月中間期 (Ａ)
自平成13年３月21日
至平成13年９月20日

 
12年9月中間期 (Ｂ)
自平成12年３月21日

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション

金 額

至平成12年９月20日

72,455 100.0

23,40039.522,686 32.3

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル

158,944 100.0

29.1

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション

30.3う ち 輸 出 高

55,266

46,27720,434 35.6

合       計 58,221

シ ス テ ム
エンジニアリング 13,910

19,496 33.5

21,971

100.0

21,300 36.6 27,720 33.5

シ ス テ ム
エンジニアリング 34,679 60.7 42,088

ロ ボ テ ィ ク ス
オートメーション 12,143

30.525,210う ち 輸 出 高

13,208 23.821.3 13,899 18.6

100.0 55,402100.0合       計 57,073 74,888

△ 29.7

△ 6,420 △ 23.2

△ 1,537 △ 7.0

△ 23.8

(単位：百万円)

増      減

(A)-(B)

△ 714 △ 3.1

△ 15,018 △ 20.7

△ 5,714 △ 22.7

13 年 ３ 月 期 
自平成12年３月21日
至平成13年３月20日

△ 17,815

△ 1,756

△ 24,550

50,299 31.8

100.0

35.0

構成比金 額

51,636 32.5

24,978 43.5

100.057,436

38,058 52.5 76,278 48.0 △ 13,080 △ 34.4

シ ス テ ム
エンジニアリング 9,772 17.0 10,997 15.2 31,030 19.5 △ 1,225 △ 11.1

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル 23,010 39.5 41,232 49.8 73,968 46.8 △ 18,222 △ 44.2

18.2 91 0.7

82,771 100.0 158,018 100.0

13,819 16.7 28,784

54.2 △ 7,409 △ 17.6

25.2 12,159 22.0 △ 8,631

△ 12.6

△ 45.7

56.2

受

注

残

高

売

上

高

受

注

高

30,033

モ ー シ ョ ン
コ ン ト ロ ー ル 10,252 18.0 18,883

23.9

合       計

単 独単 独単 独単 独
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